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１ 策定の目的 
 

本ガイドラインは、本町において風力発電の施設及び施設建設に伴う送電線等の付帯施

設（以下「風力発電施設等」という。）の建設を行う事業者が遵守すべき事項や調整手順を

明らかにし、事業者に適切な取組を求めるものである。 

 

 

２ 本ガイドラインの位置付け 
 

本ガイドラインは、枝幸町環境基本条例（令和２年条例第４号）第９条の規定により、

環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を行うとする事業者が、あらかじめその事業

に係る環境への影響について自ら適正に調査、予測又は評価を行い、その結果に基づき、

環境の保全について適正な配慮をすることができるように、必要な措置を講ずるため、策

定するものである。 

また、風力発電設備の設置に当たり、経済産業省資源エネルギー庁が策定した「事業計

画策定ガイドライン（風力発電）」の内容を補完し、本町の地域の特性に合わせ、まとめた

ものである。 

なお、本ガイドラインにおける国のガイドラインの遵守事項の違反については、経済産 

業省への情報提供を行うものとする。 

 

 

３ ガイドラインの対象設備 
 

本ガイドラインの対象設備は、本町において設置する風力発電施設等の新設、増設、又

は大規模な改修（以下「建設等」という。）を行う場合を対象とする。 

ただし、発電設備容量が 100kW 未満の風力発電施設等については対象外とする。（複数導

入型においては、単基当たりの発電規模が 100kW 未満であっても、全体の発電出力が 100kW 

以上となる。） 

 

 

４ 建設等に当たっての調整手順 
 
（１）町の窓口 

事業者は、町民課環境生活係を町の窓口として、風力発電施設等の建設等について町

の関係部署と協議するものとする。 

 

（２）建設等に係る届出 

事業者は、環境影響評価等風力発電事業に係る法令に基づく許認可等の申請の前まで

に、「発電施設設置計画書（様式第 1 号）」（以下「計画書」という。）に必要な資料等を
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添付し、町へ提出するものとする。 

なお、計画書の提出後に、記載内容（発電事業者の氏名、住所及び連絡先、事業実施

場所）に変更が生じた場合には、「事業内容変更等届（様式第２号）」を町へ提出するも

のとする。また、事業が中止となった場合には、その旨を速やかに連絡すること。 

 

（３）法規制に係る協議 

① 事業者は、風力発電施設等の建設等に係る法規制について、町の担当部署又は関

係行政機関と協議し、必要な調整を行うものとする。 

 

② 想定される主な法規制は、「再生可能エネルギー設備の適正導入に向けたガイドラ

イン（太陽光発電設備編）」の「７計画・立案（３）必要となる法令等の手続」を参

考とすること。 

 

（４）自治会・町内会及び住民等への説明 

① 地域住民等への周知 

事業者は、計画書に記載する内容及び施工、維持管理、撤去・処分等の事業計画

について、風力発電施設を設置する土地に隣接する土地とその土地に存する建物の

所有者及び使用者並びに当該施設が立地する自治会・町内会（以下「近隣関係者」

という。）へ説明会等により周知を図ること。また、地域住民等への周知にあたり、

資源エネルギー庁の「説明会及び事前周知措置実施ガイドライン」の内容を参考と

すること。なお、事業ごとに説明が必要な範囲は異なるため、当該自治会・町内会

の代表者に周知の対象範囲について相談する等、事業者の責任において適切に周知

を行うよう努めること。 

 

② 周知の方法 

事業者は、地域住民への周知に当たっては、地域住民との調整が十分でないまま

事業が進められ、住民が困惑している事例が全国で発生していることから、事前に

町に提出した方法による説明会や戸別訪問等（以下「説明会等」）を行い、近隣関係

者の理解が十分得られるように丁寧に説明し、説明できなかった者に対しては、資

料頒布等対策を講じること。また、説明会等の議事録を作成するなど、記録を保存

すること。 

 

③ 要望への対応 

事業者は、近隣関係者から、事業計画に対する要望、苦情、懸念等があった場合

は、説明会等を複数回実施する等、丁寧かつ誠意をもって対応すること。 
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（５）専門家等の意見聴取 

町は、環境、景観又は住民生活への影響の観点から、必要に応じて専門家等の意見を

聴取する。 

 

 

５ 建設等に当たっての基準 
 
（１）建設等除外区域 

原則、枝幸都市計画区域内に建設等はできないものとする。ただし、枝幸町長との協

議により、建設等の承認を受けた場合はこの限りではない。 

 

（２）住宅等との距離 

住宅等（住宅のほか、学校、幼稚園、病院などの文教施設・保健福祉施設等）と当該

風力発電施設等との距離が 850m 以上であることを要する。 

 

（３）騒音・低周波音 

当該風力発電施設等の設置予定位置から最寄りの住宅等において、測定により 40dB の

基準値を超えないものとする。検討の際には、環境省が示す「風力発電施設から発生す

る騒音に関する指針」（平成 29（2017）年 5 月）及び「風力発電施設から発生する騒音

等測定マニュアル」（平成 29（2017）年 5 月）を参考にすること。 

 

（４）振動 

風力発電施設等の敷地境において、振動規制法（昭和 51 年法律第 64 号）に基づく地 

域の指定等（昭和 63 年北海道告示第 317 号）第 1 種区域の振動の規制基準を超えないも

のとする。 

 

（５）電波障害 

テレビ電波等（電気通信業務用、放送業務用、気象業務用、人命と財産の保護・治安

維持用、電気事業用、鉄道事業用、具体的には、テレビ局、電話局、自衛隊、海上保安

庁、漁業無線中継基地、市町村の防災無線等）に影響が発生しないよう十分に配慮し、

必要な措置を講じるものとする。 

 

（６）自然環境 

風力発電施設等の建設等によって動植物に与える影響を建設前に調査（天然記念物等

の保護される動植物、渡り鳥のコース等）し、必要な措置を講じるものとする。 

重要種の生育・生息が確認された場合には、「北海道生物多様性保全計画」に基づく「北

海道レッドリスト」を活用し、データブック掲載種については、北海道希少野生動植物
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保護基本方針に基づき、回避、低減、代償措置を実施すること。 

湧水周辺は、重要な動植物の生息・生育地となっていることが多いため、設置にあた

っては、土砂が流入しないよう措置を講じること。 

 

（７）景観 

① 事業者は、風力発電施設等の建設等に当たって、北海道太陽電池・風力発電設備

形成ガイドラインに基づき、地域の自然及び歴史的環境と調和した良好な景観の形

成に努めるよう計画するものとする。 

 

② 事業者は、町の主要な眺望点又は景観資源の近郊に風力発電施設等の建設等を行

う場合には、四季、昼間及び夜間における景観の変化を視覚的な表現方法によって

予測し、予測した結果を町に対して提出するものとする。 

 

③ 町の主要な眺望点及び景観資源は、次のとおりとする。 

・三笠山展望台等の主要な眺望点からの眺望景観 

・山並み、丘陵、河川、海岸等自然景観 

・史跡、名勝等歴史的・文化的な景観 

・市街地、住宅地等街並み景観 

・森林等、農山村の田園風景 

など 

 

④ 風力発電施設等の配置、デザイン及び色彩は、周囲の景観と調和が図られるもの

とする。 

 

⑤ 事業者は、景観に与える影響が甚大で良好な景観若しくは風致を著しく阻害する場合は、

必要な措置を講じるものとする。 

 

（８）広告物 

事業者が風力発電施設等及びその周辺に広告物を表示する場合には、良好な景観若し

くは風致を害し、又は公衆に対し危害を及ぼすおそれのないもので、管理上必要とされ

る最小限の広告物のみを表示するものとする。 

 

（９）光害、シャドーフリッカー 

事業者は、風力発電施設等及びその周辺に照明器具等を設置する場合には、動植物へ

の影響及び光害（照明器具又は光源から発せられる光のうち、その目的とする照射範囲

の外に漏れる光又は過剰な輝きが周辺に及ぼす安眠の妨げ、道路標識、信号機等の視認
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性の低下等の影響のこと。）が発生しないよう、必要な措置を講じるものとする。 

また、風力発電の運転に伴いシャドーフリッカー（ブレードの影が回転して地上部に明暗が

生じる現象のこと。）が生活に影響を及ぼす恐れがあるので、立地位置等に配慮すること。 

 

（10）文化財 

事業者は、風力発電施設等の建設等に当たって、文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 

号）第 1 条に規定する文化財の保護及び活用が図られるよう計画するものとし、埋蔵文

化財については、事前に確認しなければならい。また、指定文化財及び埋蔵文化財以外

の文化財についても、風力発電施設等の建設等の影響から保護するよう努めるものとす

る。 

 

 

６ 建設等の工事中及び工事完了後においての調査 
 

事業者は、風力発電施設等の建設中及び建設後についても環境及び景観等の保全に関し、

「５ 建設等に当たっての基準」の遵守に努めなければならない。 

 

 

７ 地域住民への配慮 
 

地域住民から、事業計画に対する要望、苦情、懸念等があった場合は、丁寧かつ誠意を

もって対応し、理解が得られるよう努めること。 

また、地域住民からの要望等の内容について、町へ報告するものとする。 

 

 

８ 設置後の維持管理等 
 
（１）事業者は、発電施設の完成日の翌日から起算して 30 日以内、「発電施設設置報告書

（様式第３号）」を提出すること。 

また、発電施設の維持管理を開始（譲渡等により発電事業者が変わり、新たに維持

管理を開始する場合も含む。）する前までに、「発電施設設置報告書（様式第３号）」を

提出すること。 

なお、「発電施設設置報告書（様式第３号）」の記載内容（発電事業者の氏名、住所

及び連絡先、事業実施場所）に変更が生じた場合には、「事業内容変更等届（様式第２

号）」を提出すること。 

 

（２）事業者は、保守点検及び維持管理に係る実施計画の策定及び体制を構築し、保守点

検及び維持管理計画を事業実施期間にわたって保管すること。 
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（３）事業者は、風力発電設備の運用に当たっては、電気事業法に基づき届け出た保安規

程の内容を遵守すること。 

 

（４）事業者は、実施計画どおり保守点検及び維持管理を行うとともに、結果について記

録、保管すること。また定期的に発電量を計測し、記録するよう努めること。 

 

（５）事業者は、設置した施設について正常な機能を維持し、破損又は事故等を未然に防

止するよう努めるものとする。 

 

（６）事業者は、設置後に騒音、電波等の障害が発生したときには、原因を調査し誠意を

持って対応をするとともに、その内容を町に報告するものとする。 

 

（７）事業者は、落雷・洪水・暴風・豪雪・地震等による発電設備の破損や第三者への被

害をもたらすおそれがある事象が発生したときには、直ちに発電、運転状況を確認し

た上で可能な限り速やかに現地を確認し、発電設備の損壊、飛散及び感電のおそれが

ないことを確認すること。 

また、発電設備の異常や破損等により地域への被害が発生するおそれがある場合又

は発生した場合は、町及び地域住民へ速やかにその旨を連絡し、被害防止や被害の拡

大防止のための措置を講じること。被害が発生し、損害賠償責任を負う場合、適切か

つ誠実な対応を行うこと。 

 

（８）事業者は、当該事業に関し、地域住民と協定書等により合意した事項がある場合に

は、その内容を遵守すること。 

 

 

９ 撤去・処分 
 
（１）事業者は、当該風力発電事業を終了した日の翌日から起算して 30 日以内に「風力発

電事業終了届（様式第４号）」を提出すること。 

 

（２）事業者は、当該風力発電設備を撤去及び処分が完了した日の翌日から起算して 30 日

以内に「風力発電施設撤去完了届（様式第５号）」を提出すること。 

 

（３）事業者は、事業を終了した発電設備について、撤去までの期間、建築基準法の規定

に適合するように適切に維持管理すること。また、発電設備の撤去及び処分に当って

は、廃棄物処理法等の関係法令を遵守し、事業終了後、可能な限り速やかに撤去を行

うこと。 

6



 
 

（４）事業者は、事業終了後に適切な撤去及び処分を行うため、その開始時期と終了時期、

想定積立金額と毎月の積立金額を明らかにして事業計画を策定し、必要となる費用の

積立を計画的かつ確実に行うこと。 

 

（５）事業者は、 事業終了後の設備の撤去など町や地域住民と合意した事項がある場合、

当該合意事項に従い責任をもって対応すること。 

 

 

１０ その他 
 
（１）本ガイドラインの適用時期 

本ガイドラインは、原則として本ガイドライン策定後に、風力発電事業に係る法令の

規定に基づく許認可等の申請又は届出を行う事業者に適用するが、既に着手している事

業者又は既に事業を行っている者においても、本ガイドラインの趣旨に沿った対応をす

ること。 

 

（２）関係法令等・窓口一覧（令和７年版） 

関係法令等・窓口一覧は、「再生可能エネルギー設備の適正導入に向けたガイドライン

（太陽光発電設備編）」の「１１その他（２）関係法冷等・窓口一覧」を参考とすること。 
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（３）届出様式 

 

様式第１号（４（２）関係） 

 

発 電 施 設 設 置 計 画 書 

 

年  月  日  

 

  枝 幸 町 長 様 

 

（事業者）所在地 

商号又は名称 

代表者           印 

 

 再生可能エネルギー設備の適正導入に向けたガイドライン（風力発電設備編）「４（２）」

に基づく、発電施設設置計画書を提出します。 

 

記 

 

事業実施場所 

地番  

地目  

面積  

用途地域  

土地の権利関係  自己所有地 ・ 売 買 ・ 借 地 （いずれかに〇） 

発電能力 ｋＷ×    基 

工事スケジュール（予定） 
工事着工：    年  月  日から 

工事竣工：    年  月  日まで 

発電事業実施基幹（予定） 
運転開始：    年  月  日から 

運転終了：    年  月  日まで 

地域住民等との調整（予定） 

周知方法  

周知期間  

周知場所  

周知内容  

周知対象  周知対象者数    人 
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発電設備 

発電事業者名  

型式番号  

ＮＫ認証番号  

排水方法  自然浸透 ・ その他  （いずれかに〇） 

連絡先 

発電事業者 

（担当者） 

所属  

氏名          ℡ 

設計・施工事

業者（担当者） 

所属  

氏名          ℡ 

保守点検責任

者（担当者） 

所属  

氏名  ℡ 

 

【添付書類】 

 ・位置図（発電所計画地の位置及び付近の状況を表示する図面） 

 ・土地利用平面図（風力発電設備、系統連携柱、標識、柵・塀等（高さを記載）、緑地の

配置は必ず記載） 

 ・主たる眺望点からの景観の変化を予測した合成図等 

 ・排水方法の分かる資料（排水路、調整池等を土地利用計画平面図に記載でも可） 

【注意事項】 

 ・正副２部を作成し提出すること。（副本はコピーでも可） 
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様式第２号（４（２）関係） 

 

事 業 内 容 変 更 届 

 

年  月  日  

 

  枝 幸 町 長 様 

 

（事業者）所在地 

商号又は名称 

代表者           印 

 

 再生可能エネルギー設備の適正導入に向けたガイドライン（風力発電設備編）「４（２）」

に基づく、事業内容変更届を提出します。 

 

発電所名称  

設置予定場所（所在地）  

 

 （変更内容※） 

項 目 変更前 変更後 

   

 

※変更の内容が分かる資料を添付すること。 
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様式第３号（８（１）関係） 

 

発 電 施 設 設 置 報 告 書 

 

年  月  日  

 

  枝 幸 町 長 様 

 

（事業者）所在地 

商号又は名称 

代表者           印 

 

 再生可能エネルギー設備の適正導入に向けたガイドライン（風力発電設備編）「８（１）」

に基づく、発電施設設置報告書を提出します。 

 

記 

 

事業実施場所 

地番  

地目  

面積  

用途地域  

発電能力 ｋＷ×    基 

事業計画認定 あ り（取得日：   年  月  日） ・ なし 

地域住民等との調整（予定） 

発電事業者 

（担当者） 

所属  

氏名          ℡ 

設計・施工事業

者（担当者） 

所属  

氏名          ℡ 

保守点検責任者

（担当者） 

所属  

氏名          ℡ 
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（発電施設の内容） 

施設完成日 年  月  日 

処分費用（見込） 円 
処分費用積立額 

（予定） 
円/年 

説明会等実施結果概要 

（詳細は別紙に記載す

ること） 

 

発電施設設置計画書の

変更事項（経過等含む） 

※変更がない場合「な

し」と記載 

 

（維持管理の内容） 

発電事業実施期間 
運転開始日：     年   日   日から 

運転開始日：     年   日   日から 

維持管理計画の内容  

【添付書類】 

 ・土地利用計画平面図 

 ・現況写真（発電施設、標識＜記載内容が判読可能なもの＞、柵・塀等が確認でき、 

かつ複数方向から撮影したもの） 

・自治会及び住民等への説明会等の実施記録（発電施設の設置完了報告の場合） 

・維持管理の内容が分かる資料（発電施設の維持管理開始報告の場合） 

・変更事項の内容が分かる資料（変更事項がある場合） 

・説明会や個別訪問の議事録 

・説明会や個別訪問の際に頒布した資料（頒布資料がある場合） 
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様式第４号（９（１）関係） 

 

風 力 発 電 事 業 終 了 届 

 

年  月  日  

 

  枝 幸 町 長 様 

 

（事業者）所在地 

商号又は名称 

代表者           印 

 

 再生可能エネルギー設備の適正導入に向けたガイドライン（風力発電設備編）「９（１）」

に基づく、風力発電事業終了届を提出します。 

 

記 

 

発電所名称  

事業実施場所（地番）  

事業地の敷地面積（㎡）  

発電事業者 

商号又は名称  

所在地  

代表者氏名  

担当者（連絡先）  

運転終了日 年   月   日 

発電施設の撤去完了日（予定） 年   月   日 

発電設備の概要及び今後の発電

施設の撤去計画について 
 

特記事項  

【添付書類】 

 ・土地利用平面図 

 ・発電施設の撤去計画の内容が分かる資料 
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様式第４号（９（２）関係） 

 

風 力 発 電 施 設 撤 去 完 了 届 

 

年  月  日  

 

  枝 幸 町 長 様 

 

（事業者）所在地 

商号又は名称 

代表者           印 

 

 再生可能エネルギー設備の適正導入に向けたガイドライン（風力発電設備編）「９（２）」

に基づく、風力発電施設撤去完了届を提出します。 

 

記 

 

発電所名称  

事業実施場所（地番）  

事業地の敷地面積（㎡）  

発電事業者 

商号又は名称  

所在地  

代表者氏名  

担当者（連絡先）  

発電施設の概要  

撤去完了日 年   月   日 

特記事項  

【添付書類】 

 ・土地利用平面図 

 ・発電施設の撤去計画の内容が分かる資料 
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